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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第58期

当第２四半期
連結累計期間

第58期
当第２四半期
連結会計期間

第57期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日

自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (百万円) 30,192 15,872 73,531

経常利益 (百万円) 784 482 3,388

四半期(当期)純利益 (百万円) 397 245 2,016

純資産額 (百万円) ─ 39,691 40,093

総資産額 (百万円) ─ 61,866 67,848

１株当たり純資産額 (円) ─ 1,005.99 1,015.28

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 10.08 6.22 51.09

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ─ ─ ─

自己資本比率 (％) ─ 64.1 59.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,143 ─ 1,583

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,649 ─ △2,716

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △  338 ─ △1,365

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ─ 2,460 3,304

従業員数 (人) ─ 2,399 2,380

(注) １．売上高には、消費税等は含まれていない。

２．「潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額」は、潜在株式が存在しないため記載していない。

３．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容につい

て、重要な変更はない。

　また、主要な関係会社に異動はない。
　

事業の系統図を示すと、次のとおりである。

　

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　平成20年９月30日現在

従業員数　(人) 2,399

(注) 従業員数は、就業人員である。

　

(2) 提出会社の状況

　平成20年９月30日現在

従業員数　(人) 2,102

(注) 従業員数は、就業人員である。
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第２ 【事業の状況】

(注) 「第２　事業の状況」に記載している金額には、消費税等は含まれていない。

　

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 受注実績

事業の種類別セグメントの名称

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
  至　平成20年９月30日)

(百万円)

設備工事業 15,110

リース事業 387

その他の事業 214

合   計 15,712

(注) １．リース事業及びその他の事業については、当社グループの主要事業である設備工事業と異なる形態により営

んでおり、受注実績を同列に定義することが困難なため、(2) 売上実績と同額としている。

２．セグメント間の取引については相殺消去している。

　

(2) 売上実績

事業の種類別セグメントの名称

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
  至　平成20年９月30日)

(百万円)

設備工事業 15,270

リース事業 387

その他の事業 214

合   計 15,872

(注) １．当連結企業集団では、生産実績を定義することが困難であるため、「生産の状況」は記載していない。

２．セグメント間の取引については相殺消去している。

３．売上総額に対する割合が百分の十以上の相手先の完成工事高及びその他の事業売上高とその割合は次の

とおりである。

　

相手先

完成工事高 その他の事業売上高 合計

金額
(百万円)

割合
(％)

金額
(百万円)

割合
(％)

金額
(百万円)

割合
(％)

当第２四半期
連結会計期間

四国電力㈱ 8,061 52.8 29 4.9 8,090 51.0
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なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は次のとおりである。

設備工事業における受注工事高の状況

①受注工事高、完成工事高、繰越工事高

期別 工事別
期首繰越
工事高
(百万円)

期中受注
工事高
(百万円)

計
(百万円)

期中完成
工事高
(百万円)

期末繰越
工事高
(百万円)

当第２四半期累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

配電工事 2,00916,49818,50715,4723,034

送電・土木工事 1,305 2,312 3,618 840 2,777

電気・計装工事 10,84310,74121,5846,99014,594

空調・管工事 2,204 4,229 6,434 2,233 4,200

情報通信工事 2,287 3,937 6,225 3,254 2,970

計 18,65137,71956,37028,79227,578

前事業年度
(自　平成19年４月１日 
  至　平成20年３月31日)

配電工事 2,06433,20235,26733,2572,009

送電・土木工事 910 3,655 4,565 3,260 1,305

電気・計装工事 11,97618,55030,52719,68310,843

空調・管工事 3,186 7,43410,6208,415 2,204

情報通信工事 459 7,337 7,797 5,509 2,287

計 18,59770,18088,77870,12618,651

(注) １．前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額に増減がある場合は、期中受注工事高にその増

減額を含む。したがって、期中完成工事高にもかかる増減額が含まれる。

２．期末繰越工事高は（期首繰越工事高＋期中受注工事高－期中完成工事高）である。

　

②受注工事高

期別 工事別
四国電力㈱
(百万円)

官公庁
(百万円)

民間
(百万円)

計
(百万円)

当第２四半期会計期間
(自　平成20年７月１日 
  至　平成20年９月30日)

配電工事 7,348 3 33 7,385 

送電・土木工事 906 28 71 1,005 

電気・計装工事 75 402 3,609 4,087 

空調・管工事 62 55 1,509 1,627 

情報通信工事 66 22 773 863 

計 8,460 513 5,996 14,969 

(注) 受注工事高のうち請負金額２億円以上の主なものは、次のとおりである。

清水建設㈱ (仮称)世田谷区上馬一丁目計画

大成建設㈱ 高松丸亀町商店街Ｃ東街区小規模連鎖型再開発ビル新築工事

香川県 香川県立白鳥病院改築電気設備工事
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③完成工事高

期別 工事別
四国電力㈱
(百万円)

官公庁
(百万円)

民間
(百万円)

計
(百万円)

当第２四半期会計期間
(自　平成20年７月１日 
  至　平成20年９月30日)

配電工事 7,519 3 75 7,598 

送電・土木工事 418 ─ 84 503 

電気・計装工事 26 115 4,826 4,968 

空調・管工事 33 35 1,001 1,070 

情報通信工事 63 14 910 988 

計 8,061 169 6,898 15,130 

(注) 完成工事高のうち請負金額２億円以上の主なものは、次のとおりである。

大成建設㈱ 市川駅南口地区第一種市街地再開発事業Ｂ街区施設建築物新築工事

㈱大林組 (仮称)ＪＲ尼崎駅前集合住宅新築工事

㈱錢高組 (仮称)本郷１丁目計画新築工事

西日本高速道路㈱ 高知自動車道(四車線化)一ノ瀬第一トンネル照明設備工事

　

④手持工事高(平成20年９月30日現在)

工事別
四国電力㈱
(百万円)

官公庁
(百万円)

民間
(百万円)

計
(百万円)

配電工事 2,986 ─ 48 3,034 

送電・土木工事 1,923 310 542 2,777 

電気・計装工事 200 4,025 10,368 14,594 

空調・管工事 129 127 3,944 4,200 

情報通信工事 7 2,258 704 2,970 

計 5,248 6,721 15,608 27,578 

(注) 手持工事高のうち請負金額５億円以上の主なものは、次のとおりである。

丸亀市 丸亀競艇場ナイター施設照明塔設備工事 平成21年４月完成予定

大成建設㈱ (仮称)西新宿７丁目ビル計画新築工事 平成21年５月完成予定

三好市 三野・井川地区等ケーブルテレビ整備工事 平成20年11月完成予定

西日本高速道路㈱ 関西支社管内ＥＴＣレーン安全対策設備工事 平成21年５月完成予定

四国計測工業㈱
四国計測工業本社・多度津工場移転に伴う
施設新築工事

平成21年３月完成予定

　

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものである。
　

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、米国経済の減速や原油をはじめとする原材料価格

の高騰等を背景に景気の先行き不透明感が一層強まる中で推移した。

　こうした中、当社グループは、全力をあげて業績向上に努めた結果、当四半期連結会計期間の業績は、売

上高は 15,872百万円となり、営業利益は 344百万円、経常利益は 482百万円、四半期純利益は 245百万円

となった。                     

なお、セグメント間の取引消去前の事業の種類別セグメントの業績は以下のとおりである。

　

(設備工事業)

建設業界においては、景況感悪化により民間設備投資が手控えられるとともに、公共工事も依然とし

て縮減が継続する中で、受注競争は一段と厳しさを増し、加えて、建設資材価格については上昇基調が

鮮明となるなど、非常に厳しい状況で推移した。

　また、当社グループ売上の約半数を占める電力関連の設備工事についても、電力会社の投資抑制の影

響を強く受けることとなった。

　こうした中、当社グループは、提案型の営業活動を積極的に展開する一方、施工効率の向上や徹底した

コスト低減策の実施により、受注及び利益の確保に努力を傾注した。

　この結果、完成工事高は 15,314百万円、営業利益は 281百万円となった。
　

(リース事業)

連結子会社㈱ヨンコービジネスが、工事用機械、車両、備品等のリース事業を行っている。

　事業環境が厳しい中、与信管理の徹底を行う一方、積極的な提案営業を実施し、売上高は 688百万円、

営業利益は 87百万円となった。

　なお、「リース取引に関する会計基準」の適用により、従来の方法によった場合に比べて、営業利益が

 45百万円増加している。                      
　

(その他の事業)

ＣＡＤソフトウェアの販売、指定管理業務を中心に、その他の事業の売上高は 267百万円、営業損失

は 9百万円となった。                            

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)の残高は、営業活動、

財務活動による資金収入を投資活動による資金支出が上回ったため、第１四半期連結会計期間末に比べ

16百万円減少し、2,460百万円となった。
　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純

利益を 434百万円計上したほか、未払金の減少などによる支出があったものの、売上債権の回収などに

より、496百万円の資金収入となった。
　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、事業所整備に伴う有形

固定資産の取得などにより、587百万円の資金支出となった。
　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の純増などによ

り、73百万円の資金収入となった。
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はない。 

　

(4) 研究開発活動

当社グループは、従来より、複雑化、多様化する顧客ニーズに積極的に対応するため、設備工事業におい

ては、施工の安全、高品質、効率化を図るに必要な新工法、新工具等の研究開発、その他の事業においては、

販売用ＣＡＤソフトウェア等の開発を行っている。

  当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は 24百万円（設備工事業 5百万円、その他の事業 19

百万円）であり、当該金額には受託研究にかかる費用 5百万円を含めている。

主な研究開発の内容は以下のとおりである。

　

(設備工事業)

架空送電線の張替工事や鉄塔建替工事において、工事費の低減や省力化、工事期間の短縮等に効果の

ある工法の開発・改良の受託研究等を行っている。

　当四半期連結会計期間においては、電線張替工事で最も労力を要する延線作業に着目し、より少数の

作業員で施工可能な工法開発の一環として、従来の延線工法の改善へ向けての模擬試験等を行った。
        

(リース事業)

研究開発活動は特段行っていない。
　

(その他の事業)

多様化するお客様ニーズに即した販売用ソフトウェアの新規開発に取り組んでいる。

　当四半期連結会計期間においては、新規開発中の設備ＣＡＤソフトウェアについて、引き続き研究開

発を行った。

　

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略上の対応方針

当社グループの事業に関して、業績及び財政状態に重要な影響を及ぼす可能性のあるリスクは、下記の

事柄があると認識している。

① 主要取引先である四国電力株式会社の設備投資の動向

　② 一般建設投資の動向（建設市場の状況、競争環境など）

　③ 完成工事原価の変動（材料価格、労務費など）

　④ 取引先の倒産等による債務不履行

　⑤ 退職給付債務の変動（年金資産の運用利回りなど）

　⑥ 投資有価証券の価額変動（金利、株価など）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

当社グループとしては、こうした事業リスクへの的確な対応にグループ一丸となって取り組んでいる。

　現在、世界的な金融混乱の影響により景気の後退が顕在化してきている状況下、リスク管理については

万全を期し、的確な対応に努めていきたいと考えている。
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第３ 【設備の状況】

　

　

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除

却等について、重要な変更はない。また、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はない。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

　

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 40,638,675同左
東京証券取引所
(市場第一部)

―

計 40,638,675同左 ― ―

(注) 発行済株式は、議決権を有している。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項なし。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年９月30日 ― 40,638,675― 3,451 ― 4,209
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(5) 【大株主の状況】

　　平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

四国電力株式会社 高松市丸の内２番５号 12,498 30.76

四電工従業員持株会 高松市松島町１丁目11番22号 1,533 3.77

株式会社中国銀行 岡山市丸の内１丁目15番20号 1,173 2.89

株式会社伊予銀行 松山市南堀端町１番地 1,113 2.74

株式会社百十四銀行 高松市亀井町５番地の１ 1,093 2.69

株式会社愛媛銀行 松山市勝山町２丁目１番地 814 2.00

ステート　ストリート　バンク　ア
ンド　トラスト　カンパニー　
505019 (常任代理人　㈱みずほ
コーポレート銀行兜町証券決済
業務室)

AIB INTERNATIONAL CENTRE P.O. BOX 518
IFSC DUBLIN, IRELAND

(東京都中央区日本橋兜町６番７号)

693 1.71

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社 (信託口４Ｇ)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 642 1.58

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 550 1.35

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社 (信託口)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 474 1.17

計 ― 20,586 50.66

(注) 上記の他、当社は自己株式 1,234千株を保有しているが、当該株式には議決権がないため、上記の大株主から除い

ている。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　　平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式  1,234,000

― ─

完全議決権株式(その他) 普通株式 38,447,000 38,445 ─

単元未満株式 普通株式 　 957,675 ― １単元(1,000株)未満株式

発行済株式総数 40,638,675― ―

総株主の議決権 ― 38,445 ―

(注) １．「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が

それぞれ 2,000株及び 150株含まれている。なお、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権

株式に係る議決権の数 2個を含めていない。 

２．「単元未満株式」の欄には、当社保有の自己株式が 41株含まれている。

　

② 【自己株式等】

　　平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社四電工

高松市松島町１丁目11番
22号

1,234,000― 1,234,0003.04

計 ― 1,234,000― 1,234,0003.04

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年　　　　４

月
５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 550 605 625 592 573 551

最低(円) 485 520 550 526 506 499

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。

　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はない。
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第５ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」

(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載している。

　なお、第１四半期連結会計期間(平成20年４月１日から平成20年６月30日まで)から、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成20年８月７日内閣府令第50号)附則第

７条第１項第５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に準拠して作成している。

　

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成20年７月１

日から平成20年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、監査法人トーマツによる四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 2,454 3,400

受取手形・完成工事未収入金等 9,619 15,307

リース投資資産 2,540 －

有価証券 789 1,096

未成工事支出金 5,658 4,971

その他のたな卸資産 ※１
 1,158

※１
 1,210

その他 2,878 2,605

貸倒引当金 △350 △211

流動資産合計 24,749 28,380

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 14,442 13,828

土地 10,350 9,924

リース資産 － 7,060

その他 8,580 8,804

減価償却累計額 △13,689 △17,815

有形固定資産合計 19,683 21,802

無形固定資産

その他 103 198

無形固定資産合計 103 198

投資その他の資産

投資有価証券 14,695 15,299

その他 3,329 2,905

貸倒引当金 △695 △739

投資その他の資産合計 17,329 17,466

固定資産合計 37,117 39,467

資産合計 61,866 67,848
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 6,859 10,372

短期借入金 400 400

未払金 ※３
 4,554

※３
 6,101

未払法人税等 384 545

工事損失引当金 0 20

その他 4,850 4,851

流動負債合計 17,049 22,290

固定負債

長期借入金 1,815 1,763

退職給付引当金 2,138 2,116

役員退職慰労引当金 100 142

その他 1,071 1,441

固定負債合計 5,125 5,464

負債合計 22,175 27,754

純資産の部

株主資本

資本金 3,451 3,451

資本剰余金 4,222 4,222

利益剰余金 30,291 30,091

自己株式 △581 △563

株主資本合計 37,383 37,201

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 2,257 2,838

評価・換算差額等合計 2,257 2,838

少数株主持分 50 53

純資産合計 39,691 40,093

負債純資産合計 61,866 67,848
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

売上高

完成工事高 29,004

その他の事業売上高 1,187

売上高合計 30,192

売上原価

完成工事原価 25,640

その他の事業売上原価 933

売上原価合計 26,573

売上総利益

完成工事総利益 3,364

その他の事業総利益 254

売上総利益合計 3,618

販売費及び一般管理費 ※１
 3,184

営業利益 434

営業外収益

受取利息 72

受取配当金 140

有価証券評価益 21

物品売却益 81

その他 80

営業外収益合計 396

営業外費用

支払利息 10

弔慰金 10

その他 24

営業外費用合計 45

経常利益 784

特別利益

移転補償金 54

特別利益合計 54

特別損失

固定資産除却損 17

投資有価証券評価損 108

特別損失合計 126

税金等調整前四半期純利益 712

法人税等 ※２
 317

少数株主損失（△） △1

四半期純利益 397
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

売上高

完成工事高 15,270

その他の事業売上高 602

売上高合計 15,872

売上原価

完成工事原価 13,465

その他の事業売上原価 469

売上原価合計 13,934

売上総利益

完成工事総利益 1,805

その他の事業総利益 132

売上総利益合計 1,938

販売費及び一般管理費 ※１
 1,594

営業利益 344

営業外収益

受取利息 34

受取配当金 119

物品売却益 37

その他 43

営業外収益合計 234

営業外費用

支払利息 5

有価証券評価損 71

弔慰金 10

その他 8

営業外費用合計 96

経常利益 482

特別利益

移転補償金 54

特別利益合計 54

特別損失

固定資産除却損 15

投資有価証券評価損 86

特別損失合計 102

税金等調整前四半期純利益 434

法人税等 ※２
 190

少数株主損失（△） △0

四半期純利益 245
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 712

減価償却費 690

貸倒引当金の増減額（△は減少） 95

投資有価証券評価損益（△は益） 87

前払年金費用の増減額（△は増加） △513

受取利息及び受取配当金 △213

売上債権の増減額（△は増加） 5,666

リース投資資産の増減額（△は増加） 119

未成工事支出金の増減額（△は増加） △687

仕入債務の増減額（△は減少） △3,512

未払金の増減額（△は減少） △1,483

未成工事受入金の増減額（△は減少） 995

未払消費税等の増減額（△は減少） △285

その他 △195

小計 1,476

利息及び配当金の受取額 208

利息の支払額 △26

法人税等の支払額 △514

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,143

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の売却及び償還による収入 795

有形固定資産の取得による支出 △1,706

投資有価証券の取得による支出 △748

投資有価証券の売却及び償還による収入 97

その他 △86

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,649

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 510

長期借入金の返済による支出 △632

配当金の支払額 △197

その他 △18

財務活動によるキャッシュ・フロー △338

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △843

現金及び現金同等物の期首残高 3,304

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 2,460
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

１．連結の範囲に関する事項の

　変更

(1)連結の範囲の変更

連結子会社である㈱アクセル徳島と㈱エコサービス徳島並びに㈱高知ク

リエイトと㈱エコサービス高知は、平成20年４月１日付で、㈱アクセル徳

島、㈱高知クリエイトを存続会社とする吸収合併を行い、㈱エコサービス徳

島、㈱エコサービス高知は解散した。

(2)変更後の連結子会社の数　

７社

２．会計処理基準に関する事項

　の変更

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

   その他のたな卸資産

その他のたな卸資産については、従来、月総平均法による原価法によって

いたが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基

準」(企業会計基準第９号平成18年７月５日)が適用されたことに伴い、月

総平均法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法)により算定している。 

　これによる、損益に与える影響はない。

(2)リース取引に関する会計基準の適用

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっていたが、「リース取引に関する会計基

準」(企業会計基準第13号(平成５年６月17日(企業会計審議会第一部会)、

平成19年３月30日改正))及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

(企業会計基準適用指針第16号(平成６年１月18日(日本公認会計士協会 会

計制度委員会)、平成19年３月30日改正))が平成20年４月１日以降開始する

連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用することができることに

なったことに伴い、第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を適

用している。

(借主側)

　リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・

リース取引については、同適用指針第79項を適用し、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理を引き続き採用している。

(貸主側)

　リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・

リース取引については、同適用指針第81項を適用し、会計基準適用初年度の

前連結会計年度末における帳簿価額をリース投資資産の期首の価額として

計上し、当該リース投資資産に関して、会計基準適用後の残存期間において

は、利息相当額を利息法により各期へ配分している。

　これにより、当第２四半期連結累計期間のリース投資資産が流動資産に

2,540百万円計上され、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益

は、それぞれ 49百万円増加している。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載している。

　また、当第２四半期連結累計期間の四半期連結キャッシュ・フロー計算書

における営業活動によるキャッシュ・フローが 380百万円減少し、投資活

動によるキャッシュ・フローの資金支出が同額減少している。
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【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

 税金費用の計算

 

  税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引

前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前

四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算している。

　

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　その他のたな卸資産の内訳は、次のとおりで

　　ある。

※１　その他のたな卸資産の内訳は、次のとおりで

　　ある。

原材料及び貯蔵品 1,158百万円 原材料及び貯蔵品 1,210百万円

　２　偶発債務 　２　偶発債務

　　　非連結子会社㈱宇多津給食サービスの金融機関

　　からの借入に対して債務保証を行っている。

512百万円

　　　非連結子会社㈱宇多津給食サービスの金融機関

　　からの借入に対して債務保証を行っている。

523百万円

※３　未払金のうち 4,023百万円は、ファクタリング

　　システムによる営業上の取引に係る債務である。

※３　未払金のうち 5,492百万円は、ファクタリング

    システムによる営業上の取引に係る債務である。
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(四半期連結損益計算書関係)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

※１　このうち、主要な費目及び金額は、次のとおり

　　である。

従業員給料手当 1,413百万円

退職給付費用 33百万円

貸倒引当金繰入額 109百万円

※２　法人税等調整額は「法人税等」に含めて表示

　　している。

　

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
  至　平成20年９月30日)

※１　このうち、主要な費目及び金額は、次のとおり

　　である。

従業員給料手当 697百万円

退職給付費用 15百万円

貸倒引当金繰入額 85百万円

※２　法人税等調整額は「法人税等」に含めて表示

　　している。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

※１　現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期

　　間末残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記さ

　　れている科目の金額との関係(平成20年９月30日

　　現在)

現金預金 2,454百万円

預入期間が３か月を超える
定期預金

△ 300百万円

有価証券 789百万円

償還期間が３か月を超える
債券等

△ 483百万円

　現金及び現金同等物 2,460百万円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日　

至 平成20年９月30日)

１．発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式  　40,638千株

　

２．自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式  1,234千株

　

３．配当に関する事項

　　(1) 配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 197 5 平成20年３月31日 平成20年６月30日 利益剰余金

　

　　(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後と

なるもの

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年10月31日
取締役会

普通株式 197 5 平成20年９月30日 平成20年11月28日 利益剰余金

　

４．株主資本の著しい変動に関する事項

株主資本に著しい変動はない。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

設備工事業
(百万円)

リース事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 15,314 688 267 16,270 (397) 15,872

営業利益(又は営業損失) 281 87 △  9 360 ( 16) 344

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

設備工事業
(百万円)

リース事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 29,050 1,386 512 30,949 (757) 30,192

営業利益(又は営業損失) 312 190 △ 27 475 ( 41) 434

(注) １．事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容

　　　事業区分は業務の種類の類似性を考慮して区分している。

　
２．各事業の主な内容

設備工事業 配電工事、送電・土木工事、電気・計装工事、空調・管工事、情報通信工事

リース事業 工事用機械、車両、備品等のリース

その他の事業 ＣＡＤソフト販売、指定管理業務

　
３．会計処理の変更

　　　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計期

間より「リース取引に関する会計基準」及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」を適用している。

　これに伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の営業利益は、設備工事業が 3百

万円、リース事業が 104百万円、その他の事業が 0百万円、それぞれ増加している。

　

【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期

間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

在外連結子会社がないため、記載していない。

　

【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期

間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

海外売上高がないため、記載していない。
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(１株当たり情報)

１．１株当たり純資産額

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 1,005.99円１株当たり純資産額 1,015.28円

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 39,691 40,093

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) 50 53

　(うち少数株主持分) (50) (53)

普通株式に係る四半期連結会計期間末(連結会計
年度末)の純資産額(百万円)

39,640 40,039

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期連
結会計期間末(連結会計年度末)の普通株式の数
(千株)

39,404 39,437

　

２．１株当たり四半期純利益金額

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
  至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 10.08円 １株当たり四半期純利益金額 6.22円

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在していないため、記載していない。

２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
  至　平成20年９月30日)

四半期純利益(百万円) 397 245

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 397 245

普通株式の期中平均株式数(千株) 39,420 39,410

　

　

２ 【その他】

第58期(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)中間配当については、平成20年10月31日開催の取

締役会において、平成20年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、

次のとおり中間配当を行うことを決議した。

①配当金の総額 197百万円

②１株当たりの金額 5円

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成20年11月28日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月12日

株 式 会 社 四 電 工

取  締  役  会  御中

　

監 査 法 人 ト ー マ ツ

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　岡　林　　正　文　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　髙　田　　　武　　　㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社四電工の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成

20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月

30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社四電工及び連結子会社の平成20年９

月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営

成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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